町有地売却の媒介に関する協定書（業者）

町有地売却の媒介に関する協定書
松前町（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（以下「乙」という。）とは、松前町が実施する町有地売却の媒介に関し、次のとおり協定を締結する。

（総則）

第１条　甲及び乙は、各々の社会的使命を有する立場と社会的信義、誠実の原則に立ち、この協定に基づき町有地売却の適正かつ円滑な推進と宅地建物取引業の健全な発展に資するものとする。

（定義）

第２条　この協定において「媒介」とは、乙が甲に対し町有地の購入者（宅地建物取引業者を除く。以下「購入者」という。）を紹介することをいう。

（業務執行体制の整備）

第３条　甲及び乙は、この協定の業務に関し、次の各号に掲げる業務執行体制の整備に努めるものとする。

（１）　媒介における社会的信頼性の確保と節度ある規律の確立

（２）　媒介による取引の信頼性と安全性の確保

（３）　この協定における媒介の実効性ある業務執行体制の確立

（媒介依頼）

第４条　甲は、媒介を依頼しようするときは、対象となる町有地（以下「対象町有地」という。）の売却価格その他売却条件を付し、媒介依頼書（様式第１号）により、乙に通知するものとする。

２　前項の依頼は、町有地売却の媒介に関する協定を締結している宅地建物取引業者の団体（以下「協定締結団体」という。）及び乙以外の町有地売却の媒介に関する協定を締結している宅地建物取引業者（以下「協定締結業者」という。）に対して、併せてすることができるものとする。

（媒介の開始）

第５条　乙は、前条第１項の規定による通知を受けたときは、対象町有地の購入者の探索を行うものとする。この場合において、甲の指定する方法により対象町有地及びその売却条件に関する資料等を請求することができる。
（媒介依頼の中止）

第６条　甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、媒介依頼の中止通知書（様式第２号）により、媒介依頼の中止を乙に通知するものとする。

（１）　対象町有地について、購入の申込み（この協定による媒介に係るもの以外のものを含む。）があったとき。

（２）　媒介依頼を中止させる必要があると判断したとき。
（媒介契約の締結）

第７条　乙が媒介を行おうとするときは、あらかじめ、甲と乙との間で、媒介に関する契約書（様式第３号）により対象町有地の媒介に関する契約（以下「媒介契約」という。）を締結しなければならない。
２　乙は、媒介契約の締結にあたり、宅地建物取引業免許証の写しその他甲が必要と認める書類を出しなければならない。ただし、既に同じ書類を提出している場合で、甲が必要でないと認めたものについては、この限りでない。
３　媒介契約は、契約締結の日から４箇月を超えない範囲で、当該媒介契約に係る媒介終了期限を定めるものとする。

（媒介申請等）

第８条　乙は、媒介契約締結と同時に、媒介申請書（様式第４号）、町有地買受申請書（様式第５号）及び誓約書（様式第６号）（以下「媒介申請書等」という。）を甲に提出し、受付承認を受けなければならない。
２　乙は、媒介申請書等を提出した後にその媒介を中止するときは、媒介申請取下書（様式第７号）及び町有地買受申請取下書（様式第８号）を甲に提出しなければならない。
（媒介契約の締結等の期間等）
第９条　第７条第１項の媒介契約の締結及び前条第１項の媒介申請書等の提出（以下「媒介契約の締結等」という。）は、第４条第１項の媒介依頼書で指定した依頼期間にすることができる。
２　前項の規定にかかわらず、対象町有地について松前町財務規則（昭和６２年規則第２号）の規定に基づき適正な普通財産売払申請があったときは、当該申請があった後に対象町有地に係る媒介契約の締結等をすることができない。
３　媒介契約の締結等について、同一の町有地に複数の媒介業者（協定締結団体に所属する宅地建物取引業者及び協定締結業者をいう。）から申し出があったときは、甲は、最も早く媒介契約の締結等がされたものについて、受付承認を行うものとする。
（町有地売買契約の締結）
第１０条　甲と購入者は、甲が別に定める普通財産売買契約書により、当該町有地の売買契約を締結するものとする。

（媒介の終了）

第１１条　媒介は、対象町有地の売買代金が納付され、所有権移転登記が完了したときに終了する。
（媒介報酬の請求）

第１２条　乙は、媒介が終了した後に、甲に対し媒介終了通知書兼媒介報酬請求書（様式第９号）を提出し、媒介に係る報酬（以下「媒介報酬」という。）を請求するものとする。

２　前項の規定にかかわらず、乙は、第７条第３項の規定による媒介終了期限までに媒介が終了しなかったときは、媒介報酬を請求することができない。

（媒介報酬の金額）

第１３条　媒介報酬の金額は、１件ごとの町有地の売却金額を別表区分欄に掲げる金額に区分して、それぞれの金額に同表割合欄に掲げる割合を乗じて得た金額を合計した金額とする。ただし、算出した金額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。
２　前項の規定により算出した金額は、消費税及び地方消費税に相当する額が含まれるものとする。
（苦情紛争の処理）
第１４条　この協定に基づく業務に関し苦情又は紛争が生じたときは、甲乙協議のうえ、乙の責任において処理するものとする。

（守秘義務）
第１５条　乙及び乙が使用する者は、媒介を行うために知り得た秘密を他に漏らしてはならない。
２　前項の規定は、この協定が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（協定の解除）
第１６条　甲は、この協定に基づく業務に関し乙に不正又は不誠実な行為があったときは、協定を解除することができる。
２　甲は、乙が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団その他反社会的活動を行っている団体となったと認めたときは、協定を解除する。
３　甲及び乙は、この協定に基づく業務の履行が必要なくなったと判断したときは、甲乙協議して協定を解除することができる。

（協定の有効期間）
第１７条　この協定の有効期間は、協定締結の日から当該協定締結の日の属する年度の末日までとする。ただし、期間満了の１箇月前までに甲又は乙から申し出がないときは、さらに１年有効期間を延長するものとし、以降も同様とする。

（協議事項）

第１８条　この協定に疑義が生じたとき、又はこの協定に定めのない事項については、甲乙協議して定めるものとする。
この協定の締結を証するため、本書２通を作成し甲乙記名押印のうえ、それぞれ１通を保有するものとする。

　　　　　　　年　　　月　　　日

甲　伊予郡松前町大字筒井６３１番地

松前町

松前町長　白　石　勝　也　　　　印

乙　

　　　　　　　　　　　　　　　　印
別表（第１３条関係）

	区　　　　分
	割　　　　合

	２００万円以下の金額
	１００分の５．４

	２００万円を超え４００万円以下の金額
	１００分の４．３２

	４００万円を超える金額
	１０００分の３．２４
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